大阪府条例第　　　号

大阪府認定こども園の認定の基準に関する条例の一部を改正する条　　　

例

大阪府認定こども園の認定の基準に関する条例（平成十八年大阪府条例第八十八号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
大阪府認定こども園の認定の要件に関する条例

（趣旨）
第一条　この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号。以下「法」という。）第三条第二項及び第四項の規定に基づき、同条第一項及び第三項の認定の要件を定めるものとする。

（定義）
第二条　（略）

	大阪府認定こども園の認定の基準に関する条例

（趣旨）
第一条　この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号。以下「法」という。）第三条第一項第四号及び同条第二項第三号の規定に基づき、同条第一項及び第二項の認定の基準を定めるものとする。

（定義）
第二条　（略）
２　前項に定めるもののほか、この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一　幼保連携型認定こども園　幼稚園及び保育所のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）が一体的に設置されている施設のうち次のいずれかに該当する施設であって法第三条第二項の認定を受けたものをいう。
イ　当該施設を構成する保育所において、満三歳以上の子どもに対し学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が確保されていること。

ロ　当該施設を構成する保育所に入所していた子どもを引き続き当該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行うこと。
二　幼稚園型認定こども園　次のいずれかに該当する施設であって法第三条第一項又は第二項の認定を受けたものをいう。

イ　幼稚園教育要領（平成二十年文部科学省告示第二十六号）に従って編成された教育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、在籍している子どものうち児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する幼児に該当する者に対する保育を行う幼稚園

ロ　幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目

	
	的とするもの（法第二条第四項の
	文部科学省

厚生労働省

	（認定要件）
第三条　法第三条第一項及び第三項の認定の要件は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ、当該各号に定めるものであることとする。

一　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき、文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の

設備及び運営に関する基準（平成十八年

文部
厚生
科学省

労働省
告示第一号。以下「告示」という。）
第一の一に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）■幼稚園及び保育所のそれぞれの用に供される建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）が一体的に設置されている施設のうち次のいずれかに該当するもの
イ　当該施設を構成する保育所において、満三歳以上の子どもに対し学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が確保されていること。

ロ　当該施設を構成する保育所に入所していた子どもを引き続き当該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行うこと。

二　告示第一の二に規定する幼稚園型認定こども園（以下「幼稚園型認定こども園」という。）　次のいずれかに該当する施設

イ　幼稚園教育要領（平成二十年文部科学省告示第二十六号）に従って編成された教育課程に基づく教育を行うほか、当該教育のための時間の終了後、在籍している子どものうち児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する幼児に該当する者に対する保育を行う幼稚園

ロ　幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目
	令で定める施設を除く。）をいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供される建物等が一体的に設置されている施設であって次のいずれかに該当するもの

（1）　当該施設を構成する認可外保育施設において、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が確保されていること。

（2）　当該施設を構成する認可外保育施設に入所していた子どもを引き続き当該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行うこと。

三　保育所型認定こども園　児童福祉法第三十九条第一項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満三歳以上の子どもを保育し、かつ、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所であって法第三条第一項の認定を受けたものをいう。
四　認可外施設型認定こども園　児童福祉法第三十九条第一項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満三歳以上の子どもを保育し、かつ、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う児童福祉施設最低基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）に定める最低基準のうち保育所に係るものを満たす認可外保育施設であって法第三条第一項の認定を受けたものをいう。
（認定基準）


	的とするもの（法第二条第四項の
	文部科学省

厚生労働省
	

	令で定める施設を除く。）をいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供される建物等が一体的に設置されている施設であって次のいずれかに該当するもの

（1）　当該施設を構成する認可外保育施設において、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が確保されていること。

（2）　当該施設を構成する認可外保育施設に入所していた子どもを引き続き当該施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行うこと。

三　告示第一の三に規定する保育所型認定こども園（以下「保育所型認定こども園」という。）　児童福祉法第三十九条第一項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満三歳以上の子ども（当該保育所が所在する市町村における同法第二十四条第四項に規定する保育の実施に対する需要の状況に照らして適当と認められる数の子どもに限る。）を保育し、かつ、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所
四　告示第一の四に規定する地方裁量型認定こども園であって、別に条例で定める基準のうち保育所に係るものを満たすもの（以下「認可外施設型認定こども園」という。）　児童福祉法第三十九条第一項に規定する幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満三歳以上の子どもを保育し、かつ、満三歳以上の子どもに対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う別に条例で定める基準のうち保育所に係るものを満たす認可外保育施設

２　認定こども園（法第三条第一項又は第三項の認定を受けた施設をいう。以下同じ。）は、子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認められるものを、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行わなければならない。
３　法第三条第一項及び第三項の認定の要件は、前二項に定めるもののほか、次条から第二十四条までに定めるところによる。

（保育に従事する者の数）
第四条　認定こども園には、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める数の保育に従事する者を置かなければならない。
（略）
２　（略）
（認定こども園の長）
第七条　認定こども園には、一人の認定こども園の長を置き、全ての職員の協力を得ながら一体的な管理運営を行わなければならない。

２　（略）
（建物等の配置）

第八条　認定こども園である法第三条第三項に規定する幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所等については、それぞれの用に供される建物等が同一の又は隣接する敷地内になければならない。ただし、建物等が次に掲げる要件を満たす場合は、この限りでない。
　一・二　（略）

第二十二条　（略）

（認定こども園である旨の表示）
第二十三条　認定こども園は、その建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認定こども園である旨の表示をしなければならない。
第二十四条　（略）
	第三条　法第三条第一項第四号及び第二項第三号の認定の基準は、次条から第二十三条までに定めるところによる。

（保育に従事する者の数）
第四条　認定こども園（法第三条第一項又は第二項の認定を受けた施設をいう。以下同じ。）には、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める数の保育に従事する者を置かなければならない。

（略）
２　（略）
（認定こども園の長）
第七条　認定こども園には、一人の認定こども園の長を置き、すべての職員の協力を得ながら一体的な管理運営を行わなければならない。

２　（略）
（建物等の配置）

第八条　認定こども園である法第三条第二項に規定する幼保連携施設を構成する幼稚園及び保育所等については、それぞれの用に供される建物等が同一の又は隣接する敷地内になければならない。ただし、建物等が次に掲げる要件を満たす場合は、この限りでない。
　一・二　（略）

第二十二条　（略）

第二十三条　（略）

	
	


附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十四年四月一日から施行する。
（経過措置）
２　地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成二十三年法律第三十七号）附則第七条の規定により同法第十三条の規定の施行の日から起算して一年を超えない範囲内において同条の規定による改正後の児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第四十五条第一項に規定する条例が制定施行されるまでの間において同条第二項に規定する厚生労働省令で定める基準を当該条例で定める基準とみなすものとされた当該条例が制定施行されるまでの間は、改正後の大阪府認定こども園の認定の要件に関する条例第三条第一項第四号の規定の適用については、同号中「別に条例で」とあるのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成二十三年法律第三十七号）附則第七条の規定により児童福祉法第四十五条第一項に規定する条例が制定施行されるまでの間において当該条例で定める基準とみなされる児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十三号）に」とする。
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